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阪神間連携協定後の手続き（イメージ図）

協定書締結後（協定書締結自治体間での転出入の場合）
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返還手続き（転出時）

転出元自治体で宣誓した旨
の申告手続き（転入時）

転入先自治体宣誓書受領証等
の交付

返還届
宣誓書受領証
宣誓書受領証カード

宣誓申告書
転出元自治体受領証等
住民票の写し
戸籍謄本
本人確認書類（提示）

・宣誓書受領証等の交付の通知　・転出元自治体受領証等の返還
※添付書類は各自治体によって違いがあります。

　平成２８（2016）年４月１日に施行された、「障害者差別解消法（正式名称「障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法」）」。この法律では、障がいのある人への「不当な差別的取り扱いの禁止」と「合理的配慮の提供」が求められていて、障がい
を理由とする差別をなくし、障がいのある人もない人も共に生きる社会を作ることをめざしています。
　これまで、障がいがある人の移動や意思疎通を無理のない範囲で支援する「合理的配慮の提供」は、国や自治体といった行
政機関にのみ義務化されていました。しかし、今年５月２８日に「障害者差別解消法」の改正法案が国会で成立。企業や店舗な
どの民間事業者にも、配慮が義務付けられることが決まりました。施行は、公布日（令和３年６月４日）から３年以内とされてい
ます。

「障害者差別解消法」が改正

具体例

具体例

「不当な差別的取り扱い」とは
障がいがあることにより、正当な理由もなくサービスなどの提供を拒否したり、制限

や条件をつけたりすることをいいます。

●車いすを利用していることを理由に、レストランなどへの入店を断った。
●障がいがあることを理由に、アパートなどの部屋を貸さなかった。

「合理的配慮」とは
障がいのある人が何らかの配慮をしてほしいと伝えた場合、負担が重すぎない範囲で

対応することが求められています。

●車いすの人が手動の扉を開けられないとき、手助けする。
●耳が不自由な人のために、筆談器や簡易な白板などを用意しておく。

障がい者差別に関する相談窓口
兵庫県障害者差別解消相談センター

川西市障がい者基幹相談支援センター

川西市障害福祉課

民間事業者に合理的配慮を義務付けへ民間事業者に合理的配慮を義務付けへ

連絡先（受付時間：平日午前10時～正午、午後１時～午後４時）
078-362-3356電話番号 ファクス番号 078-362-3911

連絡先（受付時間：平日午前９時～午後５時） 072-758-6228電話番号

連絡先（受付時間：平日午前９時～午後５時） 072-740-1178電話番号

協定を締結している自治体

フォト

「人権文化をすすめる県民運動」に伴う

優秀賞受賞作品の紹介

令和３年度

今年度も「人権川柳コンテスト」に小・中学
生の皆さんを中心に多数ご応募いただき
ました。
その中で、各部門の優秀賞に選ばれました
４作品をご紹介いたします。

君
の
手
は
　
　

　
心
を
さ
さ
え
る

や
さ
し
い
手

小
学
生
低・中
学
年
の
部

広報

～出会い　気づき　発見～ 人権擁護都市宣言・非核平和都市宣言のまち  川西市人権擁護都市宣言・非核平和都市宣言のまち  川西市

人権情報誌 令和3年（2021年）9月1日

編集・発行／川西市人権推進課
〒666-8501  川西市中央町12-1

☎ 072-740-1150
FAX 072-740-1151

人権川柳
コンテスト

加
茂
小
学
校
４
年　

和
佐
　
倫
太
郎
さ
ん

い
じ
め
の
芽

　
あ
な
た
の
勇
気
で

　
　
　
　
ひ
っ
こ
ぬ
け
　

中
学
生
の
部

多
田
中
学
校
２
年　

金
井
　
晶
紀
子
さ
ん

そ
の
投
稿

　
　
本
名
出
し
て

　
　
　
　
言
え
ま
す
か
？

小
学
生
高
学
年
の
部

陽
明
小
学
校
６
年　

中
川
　
怜
音
さ
ん

思
い
や
り

　
は
じ
め
の
一
歩
は

私
か
ら

一
般
の
部

川
西
小
校
区
人
権
啓
発
推
進
委
員
会

森
村
　
章
枝
さ
ん

コンテストinかわにし
人権写真第12回

人権の視点で身近な風景を写してみませんか

作品募集   締め切り　令和3年9月30日（木）
共通テーマ
応 募 資 格

賞

『続コロナ禍』
市内在住、在勤、在学の人
最 優 秀 賞
優  秀  賞
佳 作

1点
2点
3点

副賞（図書カード5千円分）
副賞（図書カード3千円分）
副賞（図書カード1千円分）

昨年度の入賞作品　テーマ「コロナ禍」
主催/川西市　（問合せ）人権推進課　☎740-1150　
※応募方法などの詳細は人権推進課のHPをご覧ください。
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阪神８市町による『パートナーシップ宣誓制度の取組に関する協定』
川西市は令和3（2021）年4月6日、「パートナーシップ宣誓制度の取組に関する協定」を締結しました。
協定を締結している自治体から転出入し、引き続きパートナーシップ宣誓制度を利用する場合、手続きが簡素化されます。

パートナーシップ宣誓制度とは？
　お互いを人生のパートナーとして、日常生活で協力
し合うことを宣誓した、一方又は双方が性的マイノリ
ティである二人に対して、市が、宣誓した事実を証明
する「宣誓書受領証」の交付を行うものです。

　婚姻制度とは異なり、法律上の効果が生じるもの
ではありませんが、二人が夫婦に準じた生活を送りな
がらも、理解を得られないことによる悩みや生きづら
さを少しでも軽減し、二人がありのままの自分として
生きたいという気持ちに寄り添うことを目的としてい
ます。

　川西市は、令和２（2020）年８月１日に導入しました。

制度の詳細については市のＨＰを参照

尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町
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